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営 業 報 告 書 

(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)
 

Ⅰ. 営 業 の 概 況 

 (1) 企業集団の営業の経過及び成果 

   当連結会計年度におけるわが国の経済は、前半は世

界経済の拡大にともない緩やかながらも回復傾向を示

し、企業業績や設備投資も堅調に推移いたしました。

しかし後半に入り原油価格の高騰や円高の影響等から、

景気の先行きに対する懸念が急速に広まり、景気は再

び踊り場を迎え、個人消費や雇用情勢にも回復の兆し

は見られませんでした。 

   新車販売業界におきましては、平成16年度の新車登

録台数は、軽自動車が前年に比べ22千台増加 (前期比

1.2％増) し1,880千台となったものの、軽自動車を除

く登録車は89千台減少 (同2.2％減) し、３年ぶりで

４百万台割れの3,939千台にとどまりました。 

   また海外メーカー車の輸入新車登録台数も、前期に

比べ１千台減 (同0.5％減) の244千台、日本メーカー

の海外生産車を含めた輸入新車登録台数は、10千台減 

(同3.8％減) の268千台といずれも前期を下回る結果

となりました。 

   中古車販売業界におきましても、平成16年度の中古

車登録台数は176千台減 (同3.3％減) の5,176千台と、

４年連続で前期割れという厳しい結果となりました。 

   このような状況下、当社グループといたしましては、

一層の業績拡大を図るため、販売網の拡充に注力して

まいりました。新しいタイプの店舗といたしましては、

輸入車の中でも欧州車に特化した専門店として、国内

最大級の規模 (敷地面積約９千平方メートル。350台

の展示可能) を誇る「ヨーロピアンカーズ・ケーユー

みなとみらい店 (横浜市中区)」を平成16年５月に、

また平成16年９月には「ヨーロピアンカーズ・ケーユ

ー柏店 (千葉県柏市)」を開設いたしました。さらに

平成16年10月には販売エリアの拡大を図るため、栃木

県宇都宮市に敷地面積約７千平方メートル、200台展
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示可能な「宇都宮インターパーク店」を開設し、北関

東地区に初めての進出を果たしました。 

   また当社グループのもうひとつの重要な経営戦略で

ある輸入車販売の拡大につきましては、メルセデス・

ベンツ車の正規販売店である㈱シュテルン世田谷とク

ライスラー車を扱う東名横浜クライスラー㈱の２社に

加え、平成16年11月に㈱モトーレン東名横浜を設立し、

ビー・エム・ダブリュー東京㈱より営業を譲り受け

BMW及びMINI車の販売をスタートさせました。メルセ

デス・ベンツ車と並んで人気の高いBMW車を加えるこ

とにより、ブランドイメージの高い輸入車のラインア

ップが強化され、グループ全体の輸入車販売の増加に

大きく寄与するものと期待されます。これにより、平

成17年３月末における当社グループの店舗数は、㈱ケ

ーユー26店舗、㈱シュテルン世田谷６店舗、東名横浜

クライスラー㈱２店舗、㈱モトーレン東名横浜５店舗

の合計39店舗となりました。 

   販売戦略といたしましては、神奈川トヨタ自動車㈱

と、恒例の中古車合同フェアを平成16年５月と10月に

開催し、いずれも大きな成果を挙げました。また平成

16年11月には、初めての試みとして㈱シュテルン世田

谷と合同で、メルセデス・ベンツ車のみならず幅広い

メーカーの輸入車を取り揃えた輸入中古車の販売促進

会を開催し、好評を博しました。販売チャネルの多角

化の一環として、平成16年５月から楽天㈱が運営する

インターネットモール「楽天オート」で新車・中古車

の販売を開始いたしました。また業界トップクラスの

保証をさらに充実させ、国産中古車につきましては従

来の基本保証に加え、最長２年・走行距離無制限を保

証する「延長保証」制度を平成16年４月に導入したほ

か、欧州車につきましても保証内容の充実を図りまし

た。 

   以上の結果、当連結会計年度における当社グループ

の四輪車販売実績は22,797台 (前期比3.5％増)、売上

高は38,089百万円 (同6.3％増) となりました。利益

に関しましては経常利益は1,991百万円 (同2.5％減)、

当期純利益は営業譲受により発生した営業権の一括償

却等により、702百万円 (同33.6％減) となりました。 



〆≠●0 
01_0179301301706.doc 
㈱ケーユー様 事報 2005/06/15 10:00印刷 3/12 
 

― 3 ― 

 (2) 企業集団の販売の状況 
（単位：千円) 

 
第  32  期 

(平成16年３月期) 

第  33  期 

(平成17年３月期) 

期 別 

 

商品別 台 数 売 上 高 構成比 台 数 売 上 高 構成比

売上高

増減率

新 車 2,857台 10,075,207 28.1％ 2,931台 10,569,679 27.8％ 4.9％

中古車 19,164台 20,372,749 56.9％ 19,866台 21,215,939 55.7％ 4.1％

四 

輪 

車 

小 計 22,021台 30,447,957 85.0％ 22,797台 31,785,619 83.5％ 4.4％

新 車 756台 489,312 1.4％ 660台 426,109 1.1％ △12.9％

中古車 814台 251,363 0.7％ 791台 245,077 0.6％ △2.5％

二 

輪 

車 

小 計 1,570台 740,676 2.1％ 1,451台 671,187 1.7％ △9.4％

修理売上高 ― 2,655,192 7.4％ ― 3,431,106 9.0％ 29.2％

手数料収入 ― 1,972,697 5.5％ ― 2,201,487 5.8％ 11.6％

合   計 ― 35,816,523 100.0％ ― 38,089,400 100.0％ 6.3％

 
 
 (3) 企業集団が対処すべき課題 
   自動車販売業界を取り巻く環境は、今後も一層厳し
い状況が続くものと予想されます。当社グループとい
たしましては、異業種とのコラボレーションによる大
型複合店の開発や売れ筋の輸入車の積極的販売等を通
じ、経営の最重要課題である競争力のある店舗網の拡
充と輸入車販売の拡大を図り、業績の一層の向上に努
めてまいります。 

   また、昨今の企業不信に繋がる不当表示事件等コン
プライアンス問題を踏まえ、引続きお客様の多様なニ
ーズに応え、品質の高い商品の提供を図ってまいりま
す。 

   なお、交通渋滞緩和を目的とした国道16号線の拡幅
計画により、本社用地の一部収用が決定しております
が、これに対しましては、集客力の一層の増強を図る
べく、本社展示場のリニューアル等を検討しておりま
す。 

   株主の皆様におかれましては、より一層のご理解並
びにご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます｡  
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 (4) 企業集団の資金調達の状況 

 当連結会計年度において、当社は平成16年12月16日
を払込期日とする1,310百万円（１株当たり発行価額
1,310円）の第三者割当増資を実施いたしました。 
 
 (5) 企業集団の設備投資の状況 

   当連結会計年度中において実施いたしました設備投
資の総額は701百万円であり、主なものは次のとおり
であります。 

   店舗の新設 
    ｢ヨーロピアンカーズ・ケーユーみなとみらい店」 
    ｢ヨーロピアンカーズ・ケーユー柏店」 
    ｢宇都宮インターパーク店」 
 
 (6) 企業集団及び当社の営業成績及び財産の状況の推移 

① 企業集団の営業成績及び財産の状況の推移 
（単位：千円) 

 
年 度 
 

区 分 

第 30 期

(平成14年３月期)

第 31 期

(平成15年３月期)

第 32 期

(平成16年３月期)

第33期(当期)

(平成17年３月期)

四輪車売上台数 19,551台 20,526台 22,021台 22,797台

二輪車売上台数 1,381台 1,390台 1,570台 1,451台

売 上 高 30,787,887 32,306,807 35,816,523 38,089,400

売 上 総 利 益 6,039,068 6,452,630 6,938,431 7,358,363

営 業 利 益 1,391,004 1,750,897 1,886,490 1,898,322

経 常 利 益 1,605,483 1,892,194 2,042,212 1,991,060

当期純利益又は 
当期純損失(△ ) 

790,585 △108,787 1,058,324 702,909

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

75円08銭 △10円33銭 101円39銭 65円63銭

総 資 産 23,518,446 24,126,653 26,866,163 30,780,005

純資産(株主資本) 20,350,583 20,040,208 21,100,795 23,014,435

１株当たり純資産 1,932円68銭 1,904円36銭 2,029円21銭 2,008円19銭

 
 (注) 1. １株当たり当期純利益（損失）は、期中平均発行済株式

総数に基づき算出しております。 
    2. 第32期より改正後の商法施行規則に基づき、従来の「当

期利益」｢１株当たり当期利益」は、それぞれ ｢当期純利
益」｢１株当たり当期純利益」に表示を変更しております。 

    3. 第31期の当期純損失の計上の主な内容は、店舗網の拡充
と収益基盤並びに財務体質の強化のために企業集団内売
買による固定資産評価損1,844,407千円によるものであり
ます。 

    4. 第33期の状況につきましては、前記「(1)企業集団の営業
の経過及び成果」のとおりであります。 
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② 当社の営業成績及び財産の状況の推移 
（単位：千円) 

 
年 度 
 

区 分 

第 30 期

(平成14年３月期)

第 31 期

(平成15年３月期)

第 32 期

(平成16年３月期)

第33期(当期)

(平成17年３月期)

四輪車売上台数 17,675台 18,315台 19,366台 20,119台

二輪車売上台数 1,381台 1,390台 1,570台 1,451台

売 上 高 20,663,484 20,842,756 22,345,293 24,044,132

売 上 総 利 益 4,208,774 4,515,368 4,753,397 4,985,771

営 業 利 益 735,863 1,067,740 1,228,345 1,210,498

経 常 利 益 1,089,019 1,389,402 1,561,072 1,465,112

当期純利益又は 
当期純損失(△ ) 

487,373 △ 353,346 807,491 841,896

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

46円28銭 △33円56銭 77円36銭 78円60銭

総 資 産 21,126,796 20,341,920 21,761,253 25,750,495

純資産(株主資本) 18,918,098 18,381,317 19,200,321 21,258,863

１株当たり純資産 1,796円64銭 1,746円72銭 1,846円45銭 1,855円00銭

 
 (注) 1. １株当たり当期純利益（損失）は、期中平均発行済株式

総数に基づき算出しております。 
    2. 第32期より改正後の商法施行規則に基づき、従来の「当

期利益」｢１株当たり当期利益」は、それぞれ ｢当期純利
益」｢１株当たり当期純利益」に表示を変更しております。 

    3. 第31期の当期純損失の計上の主な内容は、子会社の店舗
網の拡充と収益基盤並びに財務体質の強化のために株式
会社シュテルン世田谷に固定資産を売却したこと等によ
る固定資産売却損1,844,407千円によるものであります。 

 
Ⅱ. 会 社 の 概 況（平成17年３月31日現在） 

 (1) 企業集団の主要な事業内容 

   当社グループは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉

県及び栃木県を主要営業地域として、四輪自動車及び

二輪自動車の販売、修理を主たる事業とし、それらに

付帯する事業を展開しております。 
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 (2) 企業集団の主要な事業所 

① 当社 
 

名        称 所  在  地 

本 社 東 京 都 町 田 市

鶴 川 営 業 所 東 京 都 町 田 市

インポートカーケーユー東名横浜店 東 京 都 町 田 市

八 王 子 営 業 所 東 京 都 八 王 子 市

多 摩 営 業 所 東 京 都 八 王 子 市

東 大 和 営 業 所 東 京 都 東 大 和 市

相 模 原 営 業 所 神 奈川県相模原市

相 模 原 西 営 業 所 神 奈川県相模原市

厚 木 営 業 所 神 奈 川 県 厚 木 市

横 須 賀 営 業 所 神 奈川県横須賀市

秦 野 営 業 所 神 奈 川 県 秦 野 市

戸 塚 営 業 所 横 浜 市 戸 塚 区

ヨーロピアンカーズ・ケーユーみなとみらい店 横 浜 市 中 区

千 葉 営 業 所 千 葉 市 中 央 区

ヨーロピアンカーズ・ケーユー柏店 千 葉 県 柏 市

久 喜 白 岡 営 業 所 埼 玉 県 白 岡 町

宇 都 宮 イ ン タ ー パ ー ク 店 栃 木 県 宇 都 宮 市

南 大 谷 Ｐ Ｄ Ｉ セ ン タ ー 東 京 都 町 田 市

ライダースショップケーユー相模原店 神 奈川県相模原市

カ ー セ ブ ン 町 田 店 東 京 都 町 田 市

カ ー セ ブ ン 環 八 田 園 調 布 店 東 京 都 世 田 谷 区

カ ー セ ブ ン 鵜 野 森 店 神 奈川県相模原市

カ ー セ ブ ン 港 南 台 店 横 浜 市 港 南 区

カ ー セ ブ ン 平 塚 店 神 奈 川 県 平 塚 市

 

② 子法人等 
 

名        称 所  在  地 

クライスラー・ジープ東名横浜店 東 京 都 町 田 市

クライスラー・ジープ相模原店 神 奈川県相模原市

メルセデス・ベンツ東名横浜本店 東 京 都 町 田 市

メルセデス・ベンツ東名横浜中古車センター 東 京 都 町 田 市

メ ル セ デ ス ・ ベ ン ツ 多 摩 支 店 東 京 都 多 摩 市

メルセデス・ベンツ世田谷南支店 東 京 都 世 田 谷 区

メルセデス・ベンツあざみ野支店 横 浜 市 青 葉 区

Tomei-Yokohama BMW東名横浜支店 東 京 都 町 田 市

Tomei-Yokohama BMW横浜西口支店 横 浜 市 神 奈 川 区

Tomei-Yokohama BMW横浜磯子支店 横 浜 市 磯 子 区

Tomei-Yokohama BMW港 南 支 店 横 浜 市 港 南 区
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 (3) 株 式 の 状 況 
  ① 会社が発行する株式の総数 普通株式 40,000,000株 

(１単元の株式数100株)

  ② 発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式 11,531,506株 
   (注)平成16年12月16日を払込期日とする第三者割当増資により

発行済株式の総数が1,000,000株増加し、11,531,506株と
なりました。 

  ③ 株 主 数 1,748名 

 
 (4) 大株主（上位10名）の状況 
 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況
株  主  名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 出資比率

有限会社ヤマサン 2,971,222株 25.9％ ―株 ―％

株式会社損害保険ジャパン 765,800株 6.7％ ―株 ―％

東京海上日動火災保険株式会社 745,800株 6.5％ ―株 ―％

エムエルピーエフ
エスカストディー 

713,700株 6.2％ ―株 ―％

井 上 盛 行 676,514株 5.9％ ―株 ―％

日本興亜損害保険株式会社 595,120株 5.2％ ―株 ―％

有 限 会 社 ダット 522,522株 4.6％ ―株 ―％

株式会社ジャックス 500,050株 4.4％ 754,000株 0.5％

井 上 順 子 321,176株 2.8％ ―株 ―％

井 上 敏 子 303,390株 2.6％ ―株 ―％

 
 (5) 自己株式の取得、処分等及び保有の状況 
① 取得した株式 
普通株式 209株 
取得価額の総額 274千円

② 処分した株式 
普通株式 62,000株 
処分価額の総額 51,708千円

    (注)新株予約権の行使にともない処分したものであります。 

③ 決算期末において保有する株式 
普通株式 71,195株 
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 (6) 新株予約権の状況 
  ① 現に発行している新株予約権 
   1.平成14年６月27日開催の定時株主総会決議によるもの 
    ・新株予約権の数            3,240個 
    ・新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
    ・新株予約権の目的となる株式の数  324,000株 
    ・新株予約権の発行価額         無償 
   2.平成16年６月28日開催の定時株主総会決議によるもの 
    ・新株予約権の数            5,200個 
    ・新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
    ・新株予約権の目的となる株式の数  520,000株 
    ・新株予約権の発行価額         無償 
 
  ② 当営業年度中に株主以外の者に対し特に有利な条
件で発行した新株予約権 

    発行した新株予約権の内容 
 
①発行決議の日 平成16年６月28日 

②新株予約権の数 5,200個 

③新株予約権の目的となる
 株式の種類 

普通株式 

④新株予約権の目的となる
 株式の数 

520,000株 

⑤新株予約権の発行価額 無償 

⑥権利行使時の一株当たり
 払込金額 

1,361円 

⑦権利行使期間 平成16年10月１日～平成21年９月30日

⑧新株予約権の行使の条件

1.新株予約権の割当を受けた者は、権
利行使時においても、当社または当
社子会社の取締役、執行役員の地位
にあることを要する。 
2.新株予約権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。 
3.新株予約権者が死亡した場合は、相
続人がこれを行使できるものとす
る。ただし、4.に規定する「新株予
約権割当契約」に定める条件によ
る。 
4.この他の条件は、本総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。 

⑨新株予約権の消却の事由
 及び条件 

1.当社が消滅会社となる合併契約書が
承認されたとき、当社が完全子会社
となる株式交換契約書承認の議案並
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びに株式移転の議案につき株主総会
で承認されたときは、新株予約権は
無償で消却することができる。 
2.新株予約権者が権利行使をする前
に、⑧1.に規定する条件に該当しな
くなったため新株予約権を行使でき
なかった場合、当該新株予約権につ
いては無償で消却することができ
る。 

⑩有利な条件の内容 新株予約権を無償で発行 

 
  ③ 割当てを受けた特定使用人等以外の者の氏名また
は名称並びに割当てを受けた新株予約権の数 

 
地位または職業等 氏名または名称 新株予約権の数 

井 上 恵 博 1,500個

井 上 久 尚 1,300個

今 関 諭 志 300個
当社取締役 

井 上   勇 150個

 
  ④ 割当てを受けた特定使用人等の氏名及び割当てを
受けた新株予約権の数 

 
区   分 氏   名 新株予約権の数 

板 東 徹 行 1,500個

上 西 章 弘 250個子会社取締役 

富 永 龍 文 100個

子会社執行役員 橋 本 雅 之 100個

 
  ⑤ 当社の従業員、子会社取締役、子会社監査役、子
会社執行役員に対して付与した新株予約権の内訳 

 

区   分 
当社の 
従業員 

当社の子会社
の取締役

当社の子会社
の監査役

当社の子会社
の執行役員

新株予約権 
の数 

― 1,850個 ― 100個

目的となる 
株式の種類 

― 普通株式 ― 普通株式

目的となる 
株式の数 

― 185,000株 ― 10,000株

付与した者 
の総数 

― ３名 ― １名
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 (7) 従業員の状況 
  ① 企業集団の従業員の状況 
 

部 門 名 従  業  員  数 

営 業 部 門 256名

仕 入 部 門 28名

サ ー ビ ス 部 門 179名

管 理 部 門 45名

合 計 508名

 
  ② 当社の従業員の状況 
 
区   分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

男 性 261名 16名 32.4才 6.7年

女 性 29名 △1名 27.8才 4.1年

合計又は平均 290名 15名 32.0才 6.5年

 
 (注) 従業員数には、子会社出向社員218名を含んでおりません。 

 
 (8) 企業結合の状況 
  ① 重要な子法人等の状況 
    当社の子法人等は下記の３社であり、全て連結子
法人等であります。 

 
会  社  名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

東名横浜クライスラー株式会社 30,000千円 100.0％
クライスラー・ジープ
車 の 販 売 ・ 修 理 業

株式会社シュテルン世田谷 355,000千円 100.0％
メルセデス・ベンツ
車 の 販 売 ・ 修 理 業

株式会社モトーレン東名横浜 50,000千円 100.0％ BMW車の販売・修理業

 
  ② 企業結合の経過 
    株式会社モトーレン東名横浜は、当社の100％出
資により、平成16年11月30日に設立されました。 

    また、同社は平成17年１月11日付で、ビー・エ
ム・ダブリュー東京株式会社より営業の一部を譲
受けております。 

 
  ③ 企業結合の成果 
    当期の連結売上高は38,089百万円（前期比6.3％
増)、連結当期純利益は702百万円（前期比33.6％
減）であります。 
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 (9) 主要な借入先の状況 
 

借入先が有する当社の株式 
借  入  先 借入金残高

持 株 数 議決権比率 

株式会社東京三菱銀行 200,000千円 ―株 ―％

株 式 会 社 横 浜 銀 行 150,000千円 ―株 ―％

株 式 会 社 U F J 銀 行 50,000千円 ―株 ―％

株式会社みずほ銀行 50,000千円 ―株 ―％

株式会社三井住友銀行 200,000千円 ―株 ―％

 

 (10) 取締役及び監査役の状況 
 
役  職  名 氏       名 担当または主な職業 

取締役会長兼社長 
(代 表 取 締 役) 

井 上 恵 博 ― 

取 締 役 副 社 長 
(代 表 取 締 役) 

井 上 久 尚 営 業 本 部 長

専 務 取 締 役 今 関 諭 志
経 理 部 長
兼 経 営 企 画 室 長

取 締 役 井 上  勇 営 業 副 本 部 長

取 締 役 相 澤 賢 二
株式会社ホンダクリオ
新神奈川代表取締役

常 勤 監 査 役 矢 部 廸 男 ― 

監 査 役 細 野 泰 司 ― 

監 査 役 細 野  保 ― 

監 査 役 松  本  洋 四 郎 ― 

 
 (注) 1. 取締役相澤賢二は、商法第188条第２項第７号の２に定め

る社外取締役であります。 
    2. 監査役細野泰司、細野保及び松本洋四郎は､「株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項
に定める社外監査役であります。 

    3. 松本洋四郎は、平成16年６月28日開催の第32期定時株主
総会において新たに監査役に選任され、就任いたしまし
た。 

    4. 監査役山本昭彦は、平成16年６月28日開催の第32期定時
株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしま
した。 

    5. 専務取締役井上久尚は、平成16年７月１日付で代表取締
役副社長になりました。 
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 (11) 取締役及び監査役に支払った報酬その他の職務遂

行の対価である財産上の利益の額 
 

取 締 役 監 査 役 計 

区 分 支給
人数
支給額

支給
人数
支給額

支給
人数
支払額

千円 千円 千円
株主総会決議
に基づく報酬 

5名 141,346 5名 4,200 10名 145,546

 
 (注) 1. 平成元年６月28日開催の第17回定時総会決議により取締

役の報酬限度額（月額）は23,000千円、監査役の報酬限
度額（月額）は2,000千円となっております。 

    2. 上記には使用人兼務取締役の使用人給与相当額9,600千円
を含んでおります。 

    3. 期末現在の人員は、取締役５名、監査役４名であり、支
給人数との相違は、当期中における監査役１名の退任に
よるものであります。 

 
 
 (12) 会計監査人に支払うべき報酬等の額 
 

 支 払 額 

① 当社及び当社子法人等が会計監査人に支
払うべき報酬等の合計額 

13,000千円

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法第
２条第１項の監査証明業務の対価として
支払うべき報酬等の合計額 

13,000千円

③ 上記②の合計額のうち、当社が会計監査
人に支払うべき報酬等の額 

11,500千円

 
 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、③の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。 

 

Ⅲ. 決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実 

  特に記載すべき事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本営業報告書中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨

てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成17年３月31日現在) 
(単位：千円)  

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金  額 科     目 金  額

 
〔流 動 負 債〕 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未払金及び未払費用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未決算特別勘定

そ の 他

 

〔固 定 負 債〕 

繰 延 税 金 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

〔 7,175,106〕

1,995,076

1,850,000

398,510

539,041

227,350

1,520,000

645,127

〔   590,463〕

14,870

175,263

354,950

45,380

負 債 合 計 7,765,570

資  本  の  部 

 
〔資 本 金〕 

〔資本剰余金〕 

〔利益剰余金〕 

〔株式等評価差額金〕

〔自 己 株 式〕 

〔 6,321,631〕

〔 6,445,365〕

〔 9,890,160〕

〔  410,013〕

〔△  52,736〕

 
〔流 動 資 産〕 

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

クレジット未収入金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

〔固 定 資 産〕 

(有形固定資産) 

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具・器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

(無形固定資産) 

(投資その他の資産) 

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

〔17,136,477〕

1,479,806

979,744

8,184,567

110,212

5,571,230

102,784

221,323

502,676

△ 15,868

〔13,643,527〕

(10,425,583)

2,261,362

446,326

109,704

7,269,001

339,187

（   42,561)

（ 3,175,381)

1,466,358

423,135

1,285,888 資 本 合 計 23,014,435

資 産 合 計 30,780,005 負債・資本合計 30,780,005
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)
(単位：千円)  

 
科         目 金      額 

 
営 業 収 益 

売 上 高 38,089,400

営 業 費 用 

売 上 原 価 30,731,037

販売費及び一般管理費
 

5,460,040 36,191,077

営

業

損

益

の

部 営 業 利 益 1,898,322

 
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 30,059

為 替 差 益 5,899

受 取 地 代 家 賃 60,968

そ の 他 74,302 171,230

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 12,444

新 株 発 行 費 償 却 8,028

賃貸資産減価償却費 8,631

賃 貸 資 産 賃 借 料 46,451

営

業

外

損

益

の

部 

そ の 他 2,936 78,493

経

常

損

益

の

部 

経 常 利 益 1,991,060
  

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 4,316 4,316

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 21,114

特
別
損
益
の
部 

営 業 権 償 却 費 701,145 722,260

税金等調整前当期純利益 1,273,116

法人税、住民税及び事業税 904,566

法 人 税 等 調 整 額 △334,359 570,206

当 期 純 利 益 702,909
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注 記 事 項 
 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 1. 連結の範囲に関する事項 
    連結子法人等の数 ３社 
     東名横浜クライスラー株式会社 
     株式会社シュテルン世田谷 
     株式会社モトーレン東名横浜 
     なお、株式会社モトーレン東名横浜は、当期において新た

に設立した子法人等であります。 
 2. 持分法の適用に関する事項 
    該当事項はありません。 
 3. 連結子法人等の事業年度等に関する事項 
    連結子法人等３社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。 
 4. 会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券 
    その他有価証券  
     時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 
  ② デリバティブ 時価法 
  ③ たな卸資産 
     商  品 
     イ. 新 車 個別法による原価法 
     ロ. 中古車 個別法による低価法 
     原 材 料 移動平均法による原価法 
     仕 掛 品 個別法による原価法 
  (2)固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、定額法を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります｡ 

  建物及び構築物 ２年～50年
  ② 無形固定資産   
     ソフトウェア 社内における利用可能期間（５年)

による定額法 
     営業権 取得時に全額費用処理しておりま

す。 
  (3) 繰延資産の処理方法 
     新株発行費は支出時に全額費用処理しております。 
  (4) 重要な引当金の計上方法 
  ① 貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 
    従業員に対する賞与の支給に備えるため、実際支給見込相当
額を引当計上しております。 
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  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。 

    なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、それ
ぞれ発生の翌営業年度から損益計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 
    役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を引当計上しております。 

    なお、平成11年７月に役員退職慰労金規程を改定し、改定後
の期間に対応する役員退職慰労金は支払わないことになりまし
た。この改定により改定時の役員に対する役員退職慰労引当金
は、平成11年６月末現在の役員退職慰労金要支給見込額をもっ
て最終残高としており、平成11年７月以降対応分については引
当計上を行っておりません。 

 5. 連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 
    連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評
価法を採用しております。 

 6. その他の重要な会計方針 
  (1) リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

  (2) 消費税等の会計処理 
    税抜方式を採用しております。 
  (会計処理方法の変更） 
   従来、転貸資産に係る支払賃借料については販売費及び一般管
理費に計上し、受取地代家賃は営業外収益に計上しておりました。 
   しかしながら、近年の転貸物件の増加傾向が今後も続き、当該
支払賃借料の重要性が高まることが予想されますので、営業外収
益に計上されている賃貸料収入と適切に対応させ、適正な期間損
益計算を表示するため、当期より、支払賃借料を、営業外費用に 
｢賃貸資産賃借料」として計上することとしました。 
 これにより、従来の方法と比べ、販売費及び一般管理費は
46,451千円減少し、営業利益及び営業外費用は同額増加しており
ますが、経常利益、税金等調整前純利益及び当期純利益に与える
影響はありません。 
 

連結貸借対照表関係 
 (1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 (2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,655,109千円
 (3) 担保に供している資産 
    建 物 及 び 構 築 物 34,754千円
    土       地 559,000千円
 (4) 未決算特別勘定の内容 
   未決算特別勘定1,520,000千円は、本社用地の一部が国道16号
線の道路用地として収用されることが決定したため、今後取得予
定の代替資産に充てるために計上しております。 
 (5) リース契約により使用する重要な固定資産 
   貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周
辺機器等については、リース契約により使用しております。 
 
連結損益計算書関係 
 (1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 (2) 営業権償却費701,145千円は、株式会社モトーレン東名横浜が、
ビー・エム・ダブリュー東京株式会社より取得した営業権に係る
ものであります。 

 (3) １株当たり当期純利益 65円63銭
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税効果会計 
 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    流動資産 

 未払事業税 48,988千円
 賞与引当金 92,736千円
 繰越欠損金 37,250千円
 在庫未実現利益 22,712千円
 そ の 他 19,636千円
繰延税金資産（流動）合計 221,323千円

    固定資産 
 役員退職慰労引当金 144,464千円
 投資有価証券評価損 170,619千円
 退職給付引当金 71,332千円
 営業権償却費 266,727千円
 そ の 他 37,098千円
繰延税金資産（固定）小計 690,242千円
繰延税金負債との相殺額 △ 267,107千円
繰延税金資産（固定）の純額 423,135千円

    固定負債 
 株式等評価差額金 281,978千円
繰延税金資産との相殺額 △ 267,107千円
繰延税金負債（固定）の純額 14,870千円

 
 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異
原因 
法定実効税率 40.7％
(調整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3％
住民税均等割等 1.1％
留保金課税 4.7％
その他 △1.5％
 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8％
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退職給付会計 
 (1) 採用している退職給付制度の概要 
   当社グループは、適格退職年金制度に加入しております。 
   なお、当社グループは、東京自動車サービス厚生年金基金に加
入しておりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務
指針33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残
高のうち、当社の掛金拠出割合に基づく期末の年金資産残高は
1,658,361千円であります。 
 
 (2) 退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日現在） 
① 退職給付債務 △543,594千円
② 年金資産 279,153千円
③ 未積立退職給付債務 △264,441千円
④ 未認識数理計算上の差異 89,177千円
⑤ 退職給付引当金 △175,263千円

 
 (3) 退職給付費用に関する事項 
   (平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 
① 勤務費用 51,960 千円
② 利息費用 9,109千円
③ 期待運用収益 △2,557千円
④ 数理計算上の差異の費用処理額 16,200千円
⑤ 厚生年金基金への掛金拠出額 97,457千円
⑥ 退職給付費用 172,170千円

 
 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
   (平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 
① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
② 割引率 2.0％
③ 期待運用収益率 1.0％
④ 数理計算上の差異の処理年数 5年
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

 
平成17年５月17日 

 
株式会社 ケ ー ユ ー 
 
 取 締 役 会   御 中 
 

監査法人トーマツ 
 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 近 藤 安 正 ㊞
指定社員
業務執行社員

公認会計士 北 方 宏 樹 ㊞
 
 当監査法人は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第19条の２第３項の規定に基づき、株式会社ケーユーの平成16年

４月１日から平成17年３月31日までの第33期営業年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表及び連結損益計算書について監査を行

った｡ この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算

書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は､ 試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必要と認め

て実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。 

 

 監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定

款に従い株式会社ケーユー及びその子会社から成る企業集団の財産

及び損益の状況を正しく示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 
株式会社 ケ ー ユ ー 
取締役社長 井 上 恵 博 殿 
  
 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの
第33期営業年度の連結計算書類（連結貸借対照表及び連結損益計
算書）に関して、各監査役からの監査の方法及び結果の報告を受
け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。 
 
 
1. 監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針等に従い、連結
決算書類について取締役等及び会計監査人から報告及び説明
を受け、監査いたしました。 
 
 
2. 監査の結果 
 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相
当であると認めます。 
 

 
平成17年５月19日 

株式会社 ケ ー ユ ー 監査役会 
常勤監査役 矢 部 廸 男 ㊞ 
監 査 役 細 野 泰 司 ㊞ 
監 査 役 細 野   保 ㊞ 
監 査 役 松 本 洋四郎 ㊞ 

 
 (注) 監査役 細野泰司、細野保及び松本洋四郎は､「株式会社

の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第
１項に定める社外監査役であります。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成17年３月31日現在) 
(単位：千円)  

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金  額 科     目 金  額

 
〔流 動 負 債〕 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

未決算特別勘定

そ の 他
 

〔固 定 負 債〕 

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

受 入 保 証 金

〔 3,916,038〕

58,017

667,044

650,000

119,351

366,112

14,948

71,466

208,070

134,191

9,964

153,200

1,429,036

34,632

〔   575,593〕

175,263

354,950

45,380

負 債 合 計 4,491,632

資  本  の  部 

 
〔資 本 金〕 

 
〔資本剰余金〕 

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

自己株式処分差益
 

〔利益剰余金〕 

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

配当平均積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益
 

〔株式等評価差額金〕
 

〔自 己 株 式〕 

〔 6,321,631〕
 

〔 6,445,365〕

6,439,568

5,797

5,797
 

〔 8,160,421〕

193,690

40,500

2,000

38,500

7,926,231
 

〔  384,179〕
 

〔△  52,736〕

 
〔流 動 資 産〕 

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

クレジット未収入金

有 価 証 券

商 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

関係会社貸付金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
 

〔固 定 資 産〕 

(有形固定資産) 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工具・器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

(無形固定資産) 

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

(投資その他の資産) 

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 ・ 保 証 金

保 険 積 立 金

〔13,571,438〕

634,887

619,208

6,828,783

110,212

3,089,130

37,883

21,435

24,897

1,850,000

54,361

111,957

197,435

△ 8,754

〔12,179,056〕

( 9,422,213)

1,730,635

416,441

55,826

23,738

56,381

6,800,001

339,187

（   35,366)

15,121

20,244

（ 2,721,477)

1,373,363

471,800

1,540

95,387

153,761

614,722

10,903 資 本 合 計 21,258,863

資 産 合 計 25,750,495 負債・資本合計 25,750,495
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損 益 計 算 書 

(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)
(単位：千円)  

 
科         目 金      額 

 
営 業 収 益 

売 上 高 24,044,132

営 業 費 用 

売 上 原 価 19,058,361

販売費及び一般管理費
 

3,775,272 22,833,634

営

業

損

益

の

部 営 業 利 益 1,210,498

 
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金 102,952

受 取 地 代 家 賃 308,941

為 替 差 益 5,899

雑 収 入 33,894 451,688

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 4,211

新 株 発 行 費 償 却 8,028

賃貸資産減価償却費 79,958

賃 貸 資 産 賃 借 料 103,231

営

業

外

損

益

の

部 

雑 損 失 1,643 197,074

経

常

損

益

の

部 

経 常 利 益 1,465,112
  

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 4,316 4,316

特 別 損 失 

特
別
損
益
の
部 固 定 資 産 除 却 損 20,515 20,515

税 引 前 当 期 純 利 益 1,448,914

法人税、住民税及び事業税 625,576

法 人 税 等 調 整 額 △18,557 607,018

当 期 純 利 益 841,896

前 期 繰 越 利 益 7,178,100

中 間 配 当 金 93,765

当 期 未 処 分 利 益 7,926,231
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注 記 事 項 
 
1. 重要な会計方針 
 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
  ① 子会社株式 移動平均法による原価法 
  ② その他有価証券  
     時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 
 (2) デリバティブ 時価法 
 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  ① 商  品 
    イ. 新 車 個別法による原価法 
    ロ. 中古車 個別法による低価法 
  ② 原 材 料 移動平均法による原価法 
  ③ 仕 掛 品 個別法による原価法 
 (4) 固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、定額法を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります｡ 

  建物 ２年～50年
  構築物 ２年～40年
  ② 無形固定資産 
    (ソフトウェア） 

社内における利用可能期間（５年)
による定額法 

 (5) 繰延資産の処理方法  
    新株発行費は支出時に全額費用処理しております。 
 (6) 重要な引当金の計上方法 
  ① 貸倒引当金 
    期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

  ② 賞与引当金 
    従業員に対する賞与の支給に備えるため、実際支給見込相当
額を引当計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。 

    なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、それ
ぞれ発生の翌営業年度から損益計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金（商法施行規則第43条の引当金） 
    役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を引当計上しております。 

    なお、平成11年７月に役員退職慰労金規程を改定し、改定後
の期間に対応する役員退職慰労金は支払わないことになりまし
た。この改定により改定時の役員に対する役員退職慰労引当金
は、平成11年６月末現在の役員退職慰労金要支給見込額をもっ
て最終残高としており、平成11年７月以降対応分については引
当計上を行っておりません。 
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 (7) その他の重要な会計方針 
  ① リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

  ② 消費税等の会計処理 
    税抜方式を採用しております。 
  (会計処理方法の変更） 
   従来、転貸資産に係る支払賃借料については販売費及び一般管
理費に計上し、受取地代家賃は営業外収益に計上しておりました。 
   しかしながら、近年の転貸物件の増加傾向が今後も続き、当該
支払賃借料の重要性が高まることが予想されますので、営業外収
益に計上されている賃貸料収入と適切に対応させ、適正な期間損
益計算を表示するため、当期より、支払賃借料を、営業外費用に 
｢賃貸資産賃借料」として計上することとしました。 
 これにより、従来の方法と比べ、販売費及び一般管理費は
103,231千円減少し、営業利益及び営業外費用は同額増加してお
りますが、経常利益、税引前当期純利益及び当期純利益に与える
影響はありません。 

 
2. 貸借対照表関係 
 (1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 (2) 子会社に対する債権・債務 
  ① 短期金銭債権 1,885,656千円
  ② 短期金銭債務 101,068千円
 (3) 有形固定資産の減価償却累計額 3,339,799千円
 (4) 担保に供している資産 
    建       物 30,772千円
    土       地 231,000千円
 (5) 偶発債務 
  ① 子会社（東名横浜クライスラー株式会社、株式会社シュテル 
   ン世田谷）の仕入先からの債務に対する債務保証 827,244千円
  ② 子会社（株式会社モトーレン東名横浜）のリース債務に対す 
   る債務保証 12,545千円
 (6) リース契約により使用する重要な固定資産 
   貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周
辺機器等については、リース契約により使用しております。 
 (7) 未決算特別勘定の内容 
   未決算特別勘定1,429,036千円は、本社用地の一部が国道16号
線の道路用地として収用されることが決定したため、今後取得予
定の代替資産に充てるために計上しております。 
 (8) 商法施行規則第124条第３号に規定する配当制限額 
    資産の時価評価により増加した純資産額 389,471千円
 
3. 損益計算書関係 
 (1) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 (2) 子会社との取引高 
  ① 子会社に対する売上高 657,981千円
  ② 子会社からの仕入高 407,390千円
  ③ 営業取引以外の取引高 327,622千円
 (3) １株当たり当期純利益 78円60銭
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4. 税効果会計 
 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    流動資産 

 未払事業税 34,610千円
 賞与引当金 62,352千円
 そ の 他 14,994千円
繰延税金資産（流動）小計 111,957千円

    固定資産 
 役員退職慰労引当金 144,464千円
 投資有価証券評価損 168,446千円
 退職給付引当金 71,332千円
 そ の 他 33,196千円
繰延税金資産（固定）小計 417,439千円

    固定負債 
 株式等評価差額金 263,678千円
繰延税金負債（固定）小計 263,678千円
繰延税金資産（固定）の純額 153,761千円

 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異
原因 

   法定実効税率40.7％と税効果会計適用後の法人税等の負担率
41.9％の差異は僅少のため記載を省略しております。 

 
5. 退職給付会計 
 (1) 採用している退職給付制度の概要 
   当社は、適格退職年金制度に加入しております。 
   なお、当社は、東京自動車サービス厚生年金基金に加入してお
りますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針33項
の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、
当社の掛金拠出割合に基づく期末の年金資産残高は1,075,442千
円であります。 
 (2) 退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日現在） 
① 退職給付債務 △543,594千円
② 年金資産 279,153千円
③ 未積立退職給付債務 △264,441千円
④ 未認識数理計算上の差異 89,177千円
⑤ 退職給付引当金 △175,263千円

 (3) 退職給付費用に関する事項 
   (平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 
① 勤務費用 51,960千円
② 利息費用 9,109千円
③ 期待運用収益 △2,557千円
④ 数理計算上の差異の費用処理額 16,200千円
⑤ 厚生年金基金への掛金拠出額 63,338千円
⑥ 出向者退職金出向先負担額 △18,105千円
⑦ 退職給付費用 119,946千円

 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
   (平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 
① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
② 割引率 2.0％
③ 期待運用収益率 1.0％
④ 数理計算上の差異の処理年数 5年
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利  益  処  分 

 
(単位：円)  

 

科          目 金        額 

当 期 未 処 分 利 益 7,926,231,084 

これを次のとおり処分いたします。 

 
利 益 配 当 金 114,603,110 

(１株につき10円) 
 

 

次 期 繰 越 利 益 7,811,627,974 

 

〈その他資本剰余金の処分〉 

(単位：円)  
 

科          目 金        額 

その他資本剰余金 5,797,000 

 自己株式処分差益 5,797,000 

これを次のとおり処分いたします。 

その他資本剰余金次期繰越額 5,797,000 

 自己株式処分差益 5,797,000 

 
 (注) 平成16年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主に対して、平成16年12月10日に１株に

つき９円、総額93,765,663円の中間配当を実施しております。 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

 
平成17年５月17日 

 
株式会社 ケ ー ユ ー 
 
 取 締 役 会   御 中 
 

監査法人トーマツ 
 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 近 藤 安 正 ㊞
指定社員
業務執行社員

公認会計士 北 方 宏 樹 ㊞
 
 当監査法人は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第２条第１項の規定に基づき、株式会社ケーユーの平成16年４月

１日から平成17年３月31日までの第33期営業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限

る｡）及び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る｡) 

について監査を行った。なお､ 営業報告書及び附属明細書について監

査の対象とした会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細書に記

載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。こ

の計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類

及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を

得ることを求めている。監査は､ 試査を基礎として行われ、経営者が

採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監

査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでい

る。 

 

 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 

① 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産

及び損益の状況を正しく示しているものと認める。 

② 営業報告書（会計に関する部分に限る｡）は、法令及び定款に従

い会社の状況を正しく示しているものと認める。 

③ 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 

④ 附属明細書（会計に関する部分に限る｡）について、商法の規定

により指摘すべき事項はない。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 
株式会社 ケ ー ユ ー 
取締役社長 井 上 恵 博 殿 
  
 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの
第33期営業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役から監
査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針等に従い、取締
役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から職務の
執行状況を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応
じて子会社から営業の報告を求めました。また、会計監査人
から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書につき検
討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社
が行った無償の利益供与、子会社または株主との通例的でな
い取引ならびに自己株式の取得及び処分等に関しましては､ 
上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を
求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしました。 
 
2. 監査の結果 
(1) 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は
相当であると認めます。 

(2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。 

(3) 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事
情に照らし指摘すべき事項は認められません。 

(4) 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており､ 
指摘すべき事項は認められません。 

(5) 取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令もし
くは定款に違反する重大な事実は認められません。 
 なお、取締役の競業取引、取締役との会社間の利益
相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会社また
は株主との通例的でない取引ならびに自己株式の取得
及び処分等についても取締役の義務違反は認められま
せん。 

 
平成17年５月19日 

株式会社 ケ ー ユ ー 監査役会 
常勤監査役 矢 部 廸 男 ㊞ 
監 査 役 細 野 泰 司 ㊞ 
監 査 役 細 野   保 ㊞ 
監 査 役 松 本 洋四郎 ㊞ 

 
 (注) 監査役 細野泰司、細野保及び松本洋四郎は､「株式会社

の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第
１項に定める社外監査役であります。 

  
以 上 
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株 主 メ モ 
 

 

決 算 期 ３月31日 

定時株主総会 ６月 

基 準 日 ３月31日 

その他必要あるときはあらかじめ公告して

定める一定の日 

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

 
３月31日（中間配当を行うときは９月30日)

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

同事務取扱所

(郵便物送付先 お問合せ先 )
 

 

 〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目７番７号

三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

電話 0120-707-696（フリーダイヤル) 

同 取 次 所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

公 告 の 方 法 東京都において発行する日本経済新聞 

貸借対照表及び損益計算書掲載のホームペ

ージアドレス 

http://www.keiyu.co.jp/ir/koukoku.html
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